
スタートアップ支援 機能強化支援

支援内容

 拠点としての体制整備に要する経費（人件費）

 学術資料や研究設備の整備費

 共同利用・共同研究の経費（旅費、研究費）

　スタートアップ支援の終了した拠点が、拠点機能をさらに強化する

ための経費

期間 ３年間 １～３年間

予算額

１拠点あたり、４０，０００千円以内

（２年目以降２０％ずつ逓減）

１拠点あたり、３０，０００千円以内

（２年目以降１０％ずつ低減）

○ 大臣認定（６年間）を受けた「共同利用・共同研究拠点」を対象に、スタートアップのための初期投資、

拠点機能の強化を図る取組について支援を行い、共同利用・共同研究拠点の量的・質的拡充を図る。

特色ある共同研究拠点の整備の推進事業

○ 平成２０年７月の学校教育法施行規則の改正により、国公私立大学の研究所等を文部科学大臣が「共同利用・共同研究拠点」として認定する制度を

創設し、全国共同利用の取組を公私立大学にも拡大。

○ 平成２９年４月現在、大臣認定拠点は、国立大学77拠点に対し、公私立大学２８拠点（公立６、私立２２拠点）と少ない。

○ 高等教育の８割を担う公私立大学が保有する研究資源を、大学の枠を超えて広く活用することが喫緊の課題であり、事業の一層の推進が必要。

背 景 ・ 課 題

５３大学１０５拠点（国立2８大学、公立５大学、私立２０大学）

共同利用・共同研究拠点

○ 従来にない特色ある研究分野において、優れた学術資料、研究設備等を有する潜在的研究力の高い公私立大学の研究所等の研究資源を、大学の

枠を越えて研究者の共同利用・共同研究に活用することを通じて、研究分野全体の研究水準の向上と異分野融合による新たな学問領域の創出を図り、

我が国の学術研究の発展を目指す。

事 業 目 的

大

学

分野 拠点数

大

学

分野 拠点数

国

立

理・工 ３８

公

私

立

理・工 ７

医・生 ２９ 医・生 ９

人・社 １０ 人・社 １２

計 ７７ 計 ２８

平成27年度採択拠点 平成28年度採択拠点
【スタートアップ支援】 【スタートアップ支援】 【機能強化支援】

東京理科大学

「光触媒研究推進拠点」

名古屋市立大学

「創薬基盤科学技術開発研究拠点」

早稲田大学

「イスラーム地域研究拠点」

早稲田大学

「演劇映像学連携研究拠点」
大阪市立大学

「人工光合成研究拠点」名古屋市立大学

「不育症・ヒト生殖メカニズム解明のための

共同研究拠点」

慶應義塾大学

「パネル調査共同研究拠点」

兵庫県立大学

「光学赤外線天文学拠点」
東京工芸大学

「風工学研究拠点」

藤田保健衛生大学

「脳関連遺伝子機能の網羅的解析拠点」

同志社大学

「赤ちゃん学研究拠点」

大阪商業大学

「日本版総合的社会調査共同研究拠点」

事 業 概 要

平成２９年度予算額 ： 294,227千円

（平成２８年度予算額 ： 294,227千円）

平成29年度採択拠点
【スタートアップ支援】 【機能強化支援】

自治医科大学

「大型動物を用いた橋渡し研究拠点」

東京理科大学

「火災安全科学研究拠点」

玉川大学

「社会神経科学研究拠点」

立命館大学

「日本文化資源デジタル・アーカイブ

研究拠点」



国公私立大学の共同利用・共同研究拠点数の推移

（拠点数）

（年度）

※ 国立大学の全国共同利用型の附置研究所・研究施設については、第２期中期目標期間（平成２２年度～２７年度）の始期に

合わせて、新たな認定制度（共同利用・共同研究拠点）へ移行。
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・北海道大学

低温科学研究所

遺伝子病制御研究所

触媒科学研究所

ｽﾗﾌﾞ・ﾕｰﾗｼｱ研究ｾﾝﾀｰ

人獣共通感染症ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ

・帯広畜産大学

原虫病研究ｾﾝﾀｰ

・東北大学

金属材料研究所

加齢医学研究所

流体科学研究所

電気通信研究所

電子光理学研究ｾﾝﾀｰ

・筑波大学

計算科学研究ｾﾝﾀｰ

遺伝子実験ｾﾝﾀｰ

・群馬大学

生体調節研究所

・千葉大学

環境ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ研究ｾﾝﾀｰ

真菌医学研究ｾﾝﾀｰ

・東京大学

医科学研究所

地震研究所

社会科学研究所附属

社会調査・ﾃﾞｰﾀｱｰｶｲﾌﾞ

研究ｾﾝﾀｰ

史料編纂所

宇宙線研究所

物性研究所

大気海洋研究所

素粒子物理国際研究ｾﾝﾀｰ

空間情報科学研究ｾﾝﾀｰ

●：共同利用・共同研究拠点の所在地

国立大学27大学72拠点

私立大学20大学22拠点

【物質・ﾃﾞﾊﾞｲｽ領域共同研究拠点】

・北海道大学 電子科学研究所

・東北大学 多元物質科学研究所○

・東京工業大学化学生命科学研究所

・大阪大学 産業科学研究所

・九州大学 先導物質化学研究所

【学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点】

・北海道大学 情報基盤ｾﾝﾀｰ

・東北大学 ｻｲﾊﾞｰｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ

・東京大学 情報基盤ｾﾝﾀｰ ○

・東京工業大学学術国際情報ｾﾝﾀｰ

・名古屋大学 情報基盤ｾﾝﾀｰ

・京都大学 学術情報ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ

・大阪大学 ｻｲﾊﾞｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ

・九州大学 情報基盤研究開発ｾﾝﾀｰ

【生体医歯工学共同研究拠点】

・東京医科歯科大学生体材料工学研究所○

・東京工業大学 未来産業技術研究所

・静岡大学 電子工学研究所

・広島大学 ﾅﾉﾃﾞﾊﾞｲｽ･ﾊﾞｲｵ融合科学研究所

【放射線災害・医科学研究拠点】

・広島大学 原爆放射線医科学研究所○

・長崎大学 原爆後障害医療研究所

・福島県立医科大学ふくしま国際医療科学研究ｾﾝﾀｰ

※○は中核機関

【北極域研究共同推進拠点】※連携ﾈｯﾄﾜｰｸ型拠点

・北海道大学北極域研究ｾﾝﾀｰ

（連携施設）

・情報ｼｽﾃﾑ研究機構国立極地研究所

国際北極環境研究ｾﾝﾀｰ

・海洋研究開発機構

北極環境変動総合研究ｾﾝﾀｰ

公立大学4大学6拠点

・大阪市立大学

都市研究ﾌﾟﾗｻﾞ

人工光合成研究ｾﾝﾀｰ

・和歌山県立医科大学

みらい医療推進ｾﾝﾀｰ

・名古屋市立大学

不育症研究ｾﾝﾀｰ

創薬基盤科学研究所

・兵庫県立大学

自然・環境科学研究所天文科学ｾﾝﾀｰ

平成２９年度 共同利用・共同研究拠点一覧 （平成２９年４月１日）

・自治医科大学

先端医療技術開発ｾﾝﾀｰ

・慶應義塾大学

ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｰﾀ設計・解析ｾﾝﾀｰ

・昭和大学

発達障害医療研究所

・玉川大学

脳科学研究所

・東京農業大学

生物資源ｹﾞﾉﾑ解析ｾﾝﾀｰ

・東京理科大学

総合研究院火災科学研究ｾﾝﾀｰ

総合研究院光触媒国際研究ｾﾝﾀｰ

・愛知大学

三遠南信地域連携研究ｾﾝﾀｰ

・中部大学

中部高等学術研究所国際GISｾﾝﾀｰ

・藤田保健衛生大学

総合医科学研究所

・立命館大学

ｱｰﾄ・ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ

・京都造形芸術大学

舞台芸術研究ｾﾝﾀｰ

・同志社大学

赤ちゃん学研究ｾﾝﾀｰ

・大阪商業大学

JGSS研究ｾﾝﾀｰ

・関西大学

ｿｼｵﾈｯﾄﾜｰｸ戦略研究機構

・東京医科歯科大学

難治疾患研究所

・東京外国語大学

ｱｼﾞｱ･ｱﾌﾘｶ言語文化研究所

・東京工業大学

ﾌﾛﾝﾃｨｱ材料研究所

・一橋大学

経済研究所

・新潟大学

脳研究所

・金沢大学

がん進展制御研究所

環日本海域環境研究ｾﾝﾀｰ

・名古屋大学

未来材料・ｼｽﾃﾑ研究所

宇宙地球環境研究所

・京都大学

化学研究所

人文科学研究所

ｳｲﾙｽ・再生医科学研究所

ｴﾈﾙｷﾞｰ理工学研究所

生存圏研究所

防災研究所

基礎物理学研究所

経済研究所

数理解析研究所

原子炉実験所

霊長類研究所

生態学研究ｾﾝﾀｰ

放射線生物研究ｾﾝﾀｰ

野生動物研究ｾﾝﾀｰ

東南ｱｼﾞｱ地域研究研究所

13大学5ﾈｯﾄﾜｰｸ型拠点21研究機関

※赤字は平成29年度からの新規認定

分類 分野 拠点数 分類 分野 拠点数 分類 分野 拠点数 計

理・工 34 理・工 7 理・工 4 45

医・生 28 医・生 9 医・生 1 38

人・社 10 人・社 12 人・社 0 22

72 28 5 105

53大学105拠点（国立28大学、公立5大学、私立20大学）

国立 公私立

ネット

ワーク

計 計 計

・文化学園大学

文化ﾌｧｯｼｮﾝ研究機構

・法政大学

野上記念法政大学能楽研究所

・明治大学

先端数理科学ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ

・早稲田大学

ｲｽﾗｰﾑ地域研究機構

坪内博士記念演劇博物館

・神奈川大学

日本常民文化研究所

・東京工芸大学

風工学研究ｾﾝﾀｰ

・大阪大学

微生物病研究所

蛋白質研究所

社会経済研究所

接合科学研究所

核物理研究ｾﾝﾀｰ

ﾚｰｻﾞｰｴﾈﾙｷﾞｰ学研究ｾﾝﾀｰ

・鳥取大学

乾燥地研究ｾﾝﾀｰ

・岡山大学

資源植物科学研究所

惑星物質研究所

・広島大学

放射光科学研究ｾﾝﾀｰ

・徳島大学

先端酵素学研究所

・愛媛大学

地球深部ﾀﾞｲﾅﾐｸｽ研究ｾﾝﾀｰ

沿岸環境科学研究センター

・高知大学

海洋ｺｱ総合研究ｾﾝﾀｰ

・九州大学

生体防御医学研究所

応用力学研究所

ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ研究所

・佐賀大学

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ

・長崎大学

熱帯医学研究所

・熊本大学

発生医学研究所

・琉球大学

熱帯生物圏研究ｾﾝﾀｰ



（単位：千円）

平成２５年度 スタートアップ支援 6 8 245,580 184,110 147,075 ― ―

平成２６年度 スタートアップ支援 3 7 94,195 75,356 60,284 ―

平成２７年度 スタートアップ支援 3 15 80,098 64,078 51,262

スタートアップ支援 4 9 100,296 80,236

機能強化支援 5 13 68,000 61,200

スタートアップ支援 2 6 69,960

機能強化支援 2 9 30,000

1,680 1,669 1,571 1,569 1,569

73,676

320,936 279,974 304,100 294,227 294,227

6 9 12 15（5） 16（7） （　）内は「機能強化支援」拠点数

13（6） 18（5） 22（3） 26（4） 28（2） （　）内は当該年度の新規認定拠点数

採択拠点数

　注）　予算の後年度負担の抑制の観点から、継続して支援する拠点については、対前年度予算額に対し、スタートアップ支援（20％）、機能強化支援（10％）の逓減率を考慮。

特色ある共同研究拠点の整備の推進事業　支援額推移

事務費

【参考】 委託費（H25終了）分

支援額（予算額）合計

当該年度の支援対象拠点数

認定拠点数

平成２８年度

平成２９年度

採択年度 支援内容 申請数 H25年度 H26年度 備考H27年度 H28年度 H29年度



特色ある共同研究拠点に対する支援の必要性及び成果

①特色ある共同研究拠点に対する支援の必要性

○ 従来は国立大学や大学共同利用機関が中心となって行われてきた共同利用・共同研究のシステムが、公私立大学へも着実に拡大され、

我が国全体の研究力の強化に貢献してきている。

○ 公私立大学の拠点においては、国立大学の拠点にはない「特色ある研究分野」における拠点活動が行われている。

○ 「科学技術イノベーション総合戦略２０１７」（平成２９年６月２日閣議決定）における重きを置くべき取組として、「共同利用・

共同研究体制の強化・充実」が掲げられており、「分野間連携・異分野融合や新たな学際領域の開拓、人材育成の拠点としての機能を

充実させるべく、各組織間の効果的な連携による共同利用・共同研究体制の更なる強化・充実を図る。」といった方針が示されており、

公私立大学の研究力を全国の大学・研究者に開放し共同利用・共同研究体制を拡大しようとする本事業は政府方針に沿った取組である。
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② 特色ある共同研究拠点に対する支援の成果

特色ある

研究施設

拠点の形成から強化まで一体的な支援によって、

強み・特色を活かした我が国の研究水準を向上

新たな拠点形成

拠点機能の強化

・公募による共同研究の推進

・設備の共同利用体制の整備

・研究資源の公開体制の整備

・国際的な共同研究の推進

・機関間のネットワークの促進

・新たな学問領域の創成

・人材育成の拠点機能の強化

スタートアップ支援

機能強化支援

・国際化対応の人件費

（高度な語学力）

・研究者の招聘旅費

（国内外著名研究者）

・ネットワーク構築の

旅費・会議費

・研究成果の普及費 等

・運営委員会費

・共同研究費

・共同研究旅費

・設備整備費 等

公私立大学の拠点における

共同研究者数・論文数の推移

■ 拠点数 ■ 共同利用・共同研究者数（人） ■ 論文数（編）

（年度）

（人・編） （拠点）

拠点数の増加に伴い、拠点活動を通じて

「共同利用・共同研究者数」及び 「論文数」

が着実に増加傾向

→ 拠点のみならず、公私立大学の研究力強化

を通じた我が国の全体の研究力の強化に貢献

拠点制度開始時（２０年度）

と比較して、「共同研究者数」

及び「論文数」が「約５倍」

特色ある研究分野

研究資源最先端設備

【芸術】

・早稲田大学（演劇博物館）

【生活科学・服飾】

・文化学園大学（文化ファッション研究機構）

・東京工芸大学

（大型乱流境界層風洞）

・東京理科大学

（火災科学研究センター

実験棟）

・慶應義塾大学

（日本家計パネル調査データ）

・大阪商業大学

（総合的社会調査データ）



特色ある共同研究拠点の整備の推進事業
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２．拠点活動が活発化し、拠点として機能しているか

３．拠点活動の持続可能性について



１．本事業の優位性について

① 本事業の特徴と優位性

【本事業の主な特徴】
○ 研究者コミュニティの要望に基づいて、公私立大学の設置理念や建学の精神に基づいた

ユニークで特色ある優れた研究設備、学術資料等について、共同利用・共同研究を通じて個々
の大学の枠を越えて活用。

○ 研究者コミュニティの意見を拠点運営に反映させるため、拠点運営の重要機関として外部委員
が半数以上で構成される「拠点運営委員会」を設置し、コミュニティの要望を踏まえた全国規模
の公募研究等を展開。

このため、本事業では、認定された拠点が共同利用・共同研究活動を展開するため、
・ 運営委員会に参画する外部委員に対する会議出席のための謝金及び旅費に係る経費
・ 拠点が有する研究設備等を学外の研究者が利用できるための設備更新等に係る経費
・ 共同利用・共同研究を実施する際に研究をサポートする研究員及び事務スタッフに係る経費

といった、拠点活動の基盤整備に対する支援を行っている。

【支援の必要性】
○ 拠点が有する特色ある研究設備や学術資料等について学外へ開放し、共同利用及び共同研

究を推進するためには、設備等の更新及び利用をサポートするスタッフの配置が必要。
○ 拠点における組織的な研究活動を展開するため、拠点の運営委員会や公募研究を実施する

仕組みを導入するための事業費について初期投資としての支援が必要。

8

8

11

特任教員 研究支援スタッフ 事務職

＜参考データ： 補助事業により支出された人件費の内訳＞

他大学出身： ５
外国の大学出身： ３

人

学内出身： ２
他大学出身： ３
外国の大学出身： １
その他（民間等）出身： ２

【平成２７年度採択拠点（１２拠点）の実績】

② 本事業による支援内容

◆ 平成２７年度に本事業で採択した１２
拠点の支援総額は、３０２，５２９千円

◆ このうち、人件費としての支出は、
８４，１７１千円（支援総額の２７．８％）

◆ 採用人数の合計は２７人、いずれも
事業の実施に必要なコーディネータ

や、
事務補佐等のサポートスタッフとして
採用されている。

◆ 拠点の研究を担う教員は、学内負担
経費等で支出されている。

スタートアップ支援

【設備費】
・ 解析システム装置の更新

【人件費】
・ 事業のコーディネータを行う特任教員
・ 拠点運営に係る事務補佐員の雇用経費

【事業推進費】
・ 運営委員会経費

（謝金、旅費、会議開催費）
・ セミナー・シンポジウム開催経費

機能強化支援

【設備費】
・ データベースサーバの拡張に係る経費

【人件費】
・ 国際化対応の支援員の雇用経費
・ 外国語対応の事務補佐員

【事業推進費】
・ 学外研究者の招聘に係る旅費
・ 国際シンポジウム開催経費

人

人

＜主な経費の使途の例＞

共同研究を通じて共同研究者の増、さらには論文
数の増加による研究成果が生まれる

学外の研究者が拠点の研究設備等を共同利用
し、共同研究者が拠点に集まることにより、大学
の枠を越えて研究者が共同研究を実施

公私立大学が有する研究設備や学術資料等を
学外の研究者に開放するための環境整備に係る
経費を初期投資として支援

（拠点活動のためのインフラ整備）

我が国の学術研究と
基礎研究の推進に寄与



② 共同利用・共同研究者数の推移
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＜公私立大学の拠点における共同利用・共同研究者数・論文数＞ ＜公私立大学の拠点の設備等の共同利用者数＞

→ 拠点を利用して共同研究を行った者の数（実人数）、及び
拠点における共同研究を通じて得られた論文数

→ 拠点が有する設備等を共同利用した者の数（延べ人数）

２．拠点活動が活発化し、拠点として機能しているか

○ 平成２０年度の共同利用・共同研究拠点制度の開始以降、公私立大学の拠点数も徐々に増え、平成２９年４月現在、２８拠点を認定しており、
共同利用・共同研究者数や、拠点における共同研究を通じて得られた論文数は、増加傾向。

→ 公私立大学が有する研究設備や学術資料等が共同利用されることにより共同研究が推進され、共同利用・共同研究拠点の活動が活発化

① 共同利用・共同研究拠点の活動状況



３．拠点活動の持続可能性について

① 本事業の支援期間と支援終了後の拠点の活動

○ 本事業の支援期間は、スタートアップ支援及び機能強化支援について、それぞれ３年を上限としている。

○ 初年度の支援額に対し、２年目、３年目は逓減することとしている。
→ スタートアップ支援・・・２年目以降２０％ずつ逓減 機能強化支援・・・２年目以降１０％ずつ逓減

○ これは、本事業が拠点の基盤整備に対する初期投資としての意義をもつことから、支援終了後についても拠点活動が停滞することなく、他の競
争的資金や受託研究費等の外部資金の獲得を積極的に行うことにより、大学の自助努力を促すこととしている。

○ このため、支援対象拠点を決定する際は、補助金による支援の使途だけでなく、大学の学内負担がどの程度見込まれるかについても確認の上、
有識者会議において審議している。

○ また、認定拠点については、毎年度の拠点の活動状況について翌年度の６月末までに、実施状況報告の提出を求めるとともに、認定３年度目に
中間評価、６年度目の最終年度に期末評価を実施し、フォローアップを行っている。

② 競争的資金等の獲得状況の推移
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（百万円） ＜支援拠点における競争的資金等の獲得状況＞

◆ 補助金による支援は３年
（１拠点あたりの支援は４０，０００千円、２年目以降２０％
ずつ逓減）

◆ 拠点としての認定期間は６年間であるため、３年間の
事業による支援終了後は、学内負担や他の競争的資金
を活用し、拠点活動が引き続き行われることを求めている。

◆ 左記の状況は、拠点の研究所が獲得した競争的資金等
（学外から拠点に参画した研究者が獲得した競争的資金

等については、データがないため、収集、集計の方法に
ついては、今後に向けて検討）

◆ 支援が終了した翌年度以降については、拠点の認定期
間中、毎年度提出を求めている実施状況報告書や、認定
期間６年目に実施する期末評価において、拠点活動状況
についてフォローアップを行っていく。

平成２９年６月末に
実施状況報告提出

【平成２５年度採択拠点（６拠点）の実績】



③ 共同利用・共同研究拠点の認定及び評価の流れ

【H25】 【H26】 【H27】 【H28】 【H29】 【H30】

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

スタートアップ支援 機能強化支援

中間評価 期末評価

事後評価事後評価

事
業
の
選
定
・評
価

拠
点
の
認
定
・評
価

拠点認定

事業選定

事業選定

※ 有識者会議において審査の上、採択拠点を決定

※ 支援期間： ３年
※ １拠点あたり４０，０００千円以内

（２年目以降２０％ずつ逓減）

※ 支援期間： １～３年
※ １拠点あたり３０，０００千円以内

（２年目以降１０％ずつ逓減）

※ 支援期間中の実績について、有識者会議で評価を実施

※ 有識者会議において審査の上、採択拠点を決定

※ 認定期間（１～３年目）の拠点の活動状況について、
科学技術・学術審議会において評価を実施

※ 認定期間（１～３年目）の拠点の活動状況について、
科学技術・学術審議会において評価を実施

※ 科学技術・学術審議会において審議の上、
認定候補拠点を決定（文部科学大臣が認定）

【共同利用・共同研究拠点の認定と事業の選定の関係について】
○ 共同利用・共同研究拠点の認定期間は６年で、認定に当たっては、科学技術・学術審議会

において審査の上、文部科学大臣が認定を行っている。

○ 特色ある共同研究拠点の整備の推進事業の選定に当たっては、別途、有識者会議にお
いて審査の上、採択する拠点を決定している。

○ 認定拠点すべてに事業の支援が行われているわけではない。

＜平成２８年度実績＞
平成２８年度認定拠点数 →２６拠点

うち、スタートアップ支援 →１０拠点
機能強化支援 → ５拠点

２６拠点中１５拠点に支援が行われている。
（１１拠点については、学内経費や他の競争的

資金等により、拠点活動を運営）



④ ２５年度採択事業（６拠点）の事後評価結果（平成２８年７月）

大学名
施設名（拠点名）

評価
区分

評価結果コメント

１

和歌山県立医科大学

みらい医療推進センター

（障害者スポーツ医科学研究拠点）

Ｓ

障害者スポーツという従来にない新機軸の研究分野を総合的に取り上げ、高齢者医療も含めて医科学的に研究し実践することにより、多様な研究成果が
積み上げられ、着実に拠点が形成されつつあることから、拠点としての活動が活発に行われ、関連コミュニティへの貢献も多大であると評価できる。

具体的には、スタートアップ支援を有効に活用することで、障害者の運動・生理機能の解明に貢献した研究や、選手の競技力向上に直結する研究があるな
ど、複数の共同研究課題の成果が論文や学会発表等に結びついており、目的を十分達成している。また、関係コミュニティからの参画による共同利用・共同
研究が展開されてきており、研究成果の水準も高く、例えば、術前運動機能向上と術後合併症の減少との間に相関があることを明らかにしたことは、高齢化
社会に向けた今後の発展が期待される。

今後は、学内からの支援はもとより、競争的資金などの外部資金の獲得に向けた諸活動を展開することで、障害者スポーツに関する研究のみならず、高
齢者の健康増進に貢献する共同研究が行われることが望まれる。加えて、社会的要請が強まっていくと推察される研究分野において、研究者のみならず、
広く一般にも公開されることにより、拠点の活動が一層注目されることが期待される。

２

東京農業大学

生物資源ゲノム解析センター

（生物資源ゲノム解析拠点）

Ｓ

農学分野を中心として、次世代シーケンサーを用いた生物資源の遺伝子解析に関する共同研究拠点として着実に実績をあげてきており、関連分野の研究
者コミュニティへ大いに貢献していることから、拠点としての活動が活発に行われ、関連コミュニティへの貢献も多大であると評価できる。

具体的には、スタートアップ支援を有効に活用することにより、次世代シーケンサーを効率良く運用するための専用試薬の購入、データ解析のための大型
計算機の整備及びインフォマティクス技術を提供し、多くの共同研究の機会を提供することによって、多数の論文が事業の成果として発表されており、農学分
野の遺伝子解析研究の進展に貢献している。また、関連学会などの研究者コミュニティと連携した共同研究が実施されており、単独の施設ではなしえなかっ
た研究が実現できている点や、関連分野の研究者を招いたセミナーを開催することで、研究者間の情報交換や学術交流の機会を設けたことも、研究者コミュ
ニティへの貢献として認められる。

今後は、拠点活動を継続的かつ安定的に運営していくためにも、学内の支援はもとより、外部資金の獲得の方策を検討するとともに、若手研究者の育成や、
海外の研究者を含む国際共同研究など、拠点としての将来方針を明確にすることが望まれる。加えて、農学分野
のみならず、関連の研究分野との異分野融合による新たな学問領域の創出につながることが期待される。

３

法政大学

野上記念法政大学能楽研究所

（能楽の国際・学術的研究拠点）

Ａ

伝統的な総合芸術としての能楽研究の特色ある拠点として、長年に渡り蓄積されてきた貴重な学術資料の公開及び提供、さらには、これらを活用した共同
研究が着実に推進されていることから、拠点としての活動は概ね順調に行われ、関連コミュニティにも貢献しているものと評価できる。

具体的には、スタートアップ支援を有効に活用することにより、国際的にも貴重な能楽分野の学術資料の提供、データベース化による資料の公開を通じて、
国内外に開かれた共同研究が実施され、その研究成果を効果的に社会に還元することで、能楽研究の発展に貢献している。また、音響工学やロボティクス
の分野の研究者との連携を通じて、分野横断的な共同研究による新たな研究領域の創造が期待されるとともに、国際的なネットワークが形成されつつあるな
ど、異分野との融合や能楽研究の国際化に寄与している。

今後は、能楽に関する豊富で貴重な資料を有する研究所を中心とした拠点の活動を展開するためにも、学内支援の充実が望まれる。加えて、異分野との
連携・融合や、国内外の関連研究者とのネットワークの構築を一層推進し、研究者コミュニティへの貢献に大きく寄与することが期待される。

４

東京工芸大学

風工学研究センター

（風工学研究拠点）

Ｓ

大型境界層風洞などの特色ある優れた研究施設や、長年に渡って構築されてきた空力や風災害に関するデータベースを活用した共同利用・共同研究を推
進することによって、利用実績数の増加のみならず、優れた研究成果が挙げられており、風工学分野の世界有数の特長的な拠点であることからも、拠点とし
ての活動が活発に行われ、関連コミュニティへの貢献も多大であると評価できる。

具体的には、スタートアップ支援を有効に活用することにより、風工学研究センターを中心に組織的な研究体制が構築されるとともに、共同研究者への技
術的・事務的なサポート体制の強化などが図られている。また、拠点の運営委員会による実施体制に加えて、外部の有識者からなる外部評価委員会の設置
や、プログラムコーディネータを配置するなど、研究者コミュニティの意見を踏まえた運営が行われ、研究活動の円滑化・活性化が図られている。
今後は、機能強化支援を有効に活用しつつ、引き続き国内外の風工学分野を先導するとともに、国際共同研究の推進や若手研究者支援を中心とした人材
育成に取り組むことにより、研究水準の向上のみならず、関連研究分野の発展への貢献、さらには拠点機能の一層の機能強化を図ることが期待される。

５

愛知大学

三遠南信地域連携研究センター

（越境地域政策研究拠点）

Ａ

国内外の越境地域における地域政策研究を推進するため、行政と連携した共同研究拠点の形成に向けた取組が行われていることから、拠点としての活動
は概ね順調に行われ、関連コミュニティにも貢献しているものと評価できる。

具体的には、スタートアップ支援を有効に活用することにより、公募研究などの共同研究が活発に行われたことや、シンポジウム及び研究会の開催等を通
じて、大学、行政、シンクタンクなどの様々な機関が連携し、越境地域政策の研究コミュニティが形成されている。また、本拠点がこれまで蓄積してきた三遠南
信地域空間基礎データなどの各種データベースの利用実績も多く、関連コミュニティの発展に貢献している。

今後は、地方創生の重要な観点である越境地域政策研究について、本拠点が目指している科学的な確立に向けて、個別の越境地域の問題点を科学的に
考察し、個別研究を超えた普遍性の探求という科学の確立につながることが求められる。加えて、様々な研究分野の研究者コミュニティとの共同研究を引き
続き実施することにより、新領域研究の創成も期待されることから、拠点活動が継続的かつ安定的に展開するためにも、学内支援を含む体制の充実を図る
ことが望ましい。

６

京都造形芸術大学

舞台芸術研究センター

（舞台芸術作品の創造・受容のため

の領域横断的・実践的研究拠点）

Ａ

舞台芸術の分野において、劇場という場を用いて、創造の現場と学術研究を結び付け、舞台芸術の創造に新たな視点と劇場実験という方法論を導入した特
徴的な共同研究活動が展開されていることから、拠点としての活動は概ね順調に行われ、関連コミュニティにも貢献しているものと評価できる。

具体的には、スタートアップ支援を有効に活用することにより、劇場を活用した実験研究の手法により複数回の共同研究が実施され、国外の研究者や芸術
家が参加するなど、国際的な拠点形成が図られている。また、劇場を用いた拠点形成によって、文献中心の研究からは解明できない課題点を抽出し、マル
チメディアを導入した共同研究を実施することで、劇場と研究（ラボ）を結び付けるなどの様々な工夫による挑戦的な試みが行われている。

今後は、拠点の研究及び活動成果について、研究者コミュニティのみならず社会からも認知されるよう、広報活動を含めた効果的な情報発信を行うことが
望ましい。加えて、拠点活動が継続的かつ安定的に展開するためにも、学内支援を含む体制の充実を図ることが望ましい。


